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  研究要旨 

  超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した

連携体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要と

なる。一方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステム

を基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要である。 

  地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケア

までを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。平成

30年度は、平成29年度に実施した医療従事者、介護従事者、行政職を対象とし

たインタビュー調査の質的分析を行い、分析結果をカテゴリ化した。また、質

的分析の結果に基づき、医療従事者、介護従事者、行政職859名を対象とした

質問紙調査を実施した。 

質的研究では、望ましいがん診療連携は23のカテゴリに集約され、がん診

療連携の困難は、12のカテゴリに集約された。診断期から終末期を見据え

た地域包括ケアでの診療連携を構築する必要性、診療情報だけでなく患者

の感情や価値観、希望を情報として共有するシステムの構築、治療期から

アドバンスケアプランニング（ACP）の作成を導入すること、医療、介護者

の教育及び人材育成、患者側への地域包括ケアの理解を促す教育やACPにつ

いての教育を進めていく必要性が示唆された。 

また、地域包括ケアにおけるがん患者・家族への意思決定支援を推進す

るにあたって、今後は、がん患者が定期通院している地域の中小病院にお

いて、患者と主治医の間で行われているACP discussionの実態を明らかに

することが必要と考えられた。 

 

 

 

 

  

研究分担者氏名・所属研究機関名及び 

所属研究機関における職名 

 

後藤 功一 国立がん研究センター東病院・呼

吸器内科 科長 

川越 正平 あおぞら診療所 在宅診療所 

院長 

濵野 淳  筑波大学医学医療系臨床医学域 

（総合診療学・緩和医療学）/筑

波大学付属病院医療連携患者相

談センター総合診療・家庭医療・

緩和医療・在宅医療 講師 

荒尾 晴惠 大阪大学大学院医学系研究科保

健学専攻 教授 

 

 

Ａ．研究目的 

わが国の高齢化は、諸外国に類を見ないスピー

ドで進行し、医療や介護の需要がさらに増加する。

特に都市部において超高齢社会への対応が急務

となっている。がん診療拠点病院（以下、拠点病

院）において抗がん治療を受けている患者は約 6
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割、がんによる死亡のうち拠点病院以外での死亡

は 6割であり、拠点病院を中心としたがんに限定

した連携体制では不十分であり、拠点病院以外の

病院やかかりつけ医、高齢者向け施設との連携に

基づいて行う地域完結型の包括的ながん診療連

携体制が必要となる。一方で、包括的ながん診療

連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを基

盤としたがん診療連携モデルの構築が必要であ

る。 

 本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし

た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを

含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う

ことを目的とする。 

Ｂ．研究方法 

 研究は、地域包括ケアシステムにおけるが

ん診療連携に関して、医療者を対象としたイ

ンタビューの質的調査および質問紙調査によ

る量的調査を行う。

はじめに緩和ケアおよび在宅医療に先進的

に取り組んでいる東葛北部二次医療圏の拠点

病院および拠点病院以外の病院、かかりつけ

医、在宅医療機関、緩和ケア病棟、各市医師

会、各市行政担当部門、高齢者向け施設の担

当者にインタビュー調査を行い、質的分析を

行う。次いで、質的研究をもとに、2年次に実

施する実態調査の質問紙を作成し、当該地域

における実態調査を行い、量的分析を行う。

質問紙は、がん診療連携に関する現状、好ま

しい取り組み、課題、連携先に求めること、

自機関で担当できること、課題に対する解決

策についてなど多面的な内容を尋ねるものと

する。 

 最終的には、地域包括ケアにおける望まし

いがん診療連携についてのガイドを作成し、

ガイドブックに基づく連携モデルの実施可能

性および予備的な効果を検討することを目標

とする。 

 また、診療所医師が患者・家族と行っている

ACP discussionの実態を明らかにするために、

全国 17か所の診療所に勤務する 22名の医師が

定期的に診察する 65 歳以上の患者を対象とし

て、診療録に記載してある ACP discussion を

調査する。 

（倫理面への配慮） 

本試験に関係するすべての研究者はヘルシン

キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働

省告示第 3号)に従って本研究を実施する。

 個人情報および診療情報などのプライバシー

に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重

に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識

して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に

務める。 

Ｃ．研究結果 

 初年度である平成 29 年度は、地域包括ケアに

おけるがん診療連携に関する質的研究を行った。

東葛北部二次医療圏の拠点病院および拠点病院

以外の病院、かかりつけ医、在宅医療機関、緩和

ケア病棟、各市医師会、各市行政担当部門、高齢

者向け施設の担当者 88 名にインタビュー調査を

行った（表 1および表 2）。医療機関では医師・

歯科医師・看護師・医療メディカルソーシャルワ

ーカー・理学療法士・作業療法士など、介護施設

や介護事業所においては介護福祉士や介護支援

専門員など、多職種を対象とし、調査する内容は、

がんに対する診療・がん以外の併存疾患に対する

診療および外来・入院、検査・診断・治療・終末

期ケアと多面的に調査を行った。インタビュー調

査の結果を質的に分析し、がん診療連携に関する

現状および望ましい取り組み、課題、連携先に求

めること、自機関で担当できること、などの内容

の抽出を行った。

表 1：インタビュー調査対象者の勤務先 

平成 29年度から平成 30年度にかけて、質的調

査の結果を分析した。全部で 1029 のコードが同

定され、質問項目ごとにカテゴリ化を行った。 

診断後～抗がん治療中における望ましい連

携については、7のカテゴリ【診療情報の共有】、

【拠点病院と地域医療機関が連携したがん診

勤務先 （人） 

拠点病院 26 

拠点病院以外の病院 18 

地域の医療機関・介護施設・事

業所・地域包括支援センター 

37 

行政 7 

計 88 
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療連携体制の構築】、【抗がん治療を円滑に進

めるための在宅支援の充足】、【患者が負担な

く抗がん治療を受けられる医療体制の構築】、

【拠点病院と地域医療機関が連携して行う早

期から先を見据えた支援】、【地域包括ケアを

支える人材の充足】、【患者への情報提供の充

実】に集約された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2：インタビュー調査対象者の職種 
 

   

抗がん治療終了後の経過観察中における望

ましい連携については、5のカテゴリ【拠点病

院と地域医療機関が連携したフォローアップ

体制の構築】、【地域で生活する患者への支援

の充足】、【診療情報の共有】、【地域包括ケ

アを支える人材の充足】、【先を見据えた支援

の提供】に集約された。抗がん治療終了後から

終末期・看取りまでの望ましい連携については、

5のカテゴリ【在宅看取りに向けた診療連携体

制の構築】、【療養支援の充足】、【診療情報

の共有】、【多職種で行う患者・家族の意思決

定支援】、【遺族への支援体制】に集約された。 

地域包括ケアにおけるがん診療連携の困難

については、【在宅移行の難しさ】【多施設・

多職種での情報共有の難しさ】【がん診療にお

ける現行の地域包括ケアシステムの限界】【ス

タッフの地域包括ケアに対する浸透の不十分

さ】【がん医療の知識不足による地域スタッフ

の対応の限界】【社会資源の不足】【地域包括

ケアシステムを支える人材の不足】【患者・住

民が地域包括ケアシステムを理解する難しさ】

【拠点病院と一般病院の連携体制の不十分さ】

【予後を見据えた支援の難しさ】【早期から

ACP を行う難しさ】【がん患者がもつ非がん疾

患への対応の難しさ】の 12 のカテゴリに集約

された。 

平成 30 年度は、インタビュー調査の質的分

析の結果から重要と考えられる項目に基づき、

質問紙を作成した。さらに、作成した質問紙に

よる、医療従事者、介護従事者、行政職を対象

とした質問紙調査を実施した。質問紙調査の対

象は、地域包括ケアのモデル事例とされている

柏市内に勤務地がある医療従事者、介護従事者、

行政職とした。柏市内にあるがん診療連携拠点病

院、がん診療連携拠点病院以外の病院、医師会、

歯科医師会、薬剤師会、訪問看護ステーション連

絡会、在宅リハビリテーション連絡会、介護サー

ビス事業者、居宅介護支援事業者、市役所、地域

包括支援センターに協力を依頼し、郵送にて 859

名分の質問紙を発送した。質問紙は無記名であり、

個人を特定できないものとした。質問紙の発送１

か月後に督促状を送付した。平成 31 年 3 月末の

時点で質問紙は一部回収され、集計を開始してい

る。 

 また、全国の診療所における ACP discussion

に関する調査の結果を以下に記す。解析対象患

者は 382名（女性 241名：63.1%）、平均年齢 77.4 

± 7.9 歳であった。主な基礎疾患としては、

高血圧(31.9%), 認知症・フレイル(15.2%), 心

血管系疾患(9.2%)、糖尿病（7.9%）、脂質異常

症（5.0%）、神経系疾患（4.7%）、がん疾患（3.7%）

であった。382 名のうち、79 名（20.7%）の患

者が、医師と少なくとも１つの事柄について話

し合っていることが明らかになった。また、家

族とも話し合い、その結果が診療録に記載され

ていたのは、23名（6.0%）であった。 

 

 

Ｄ．考察 

平成 29 年度に実施したインタビュー調査では、

多職種、多機関にわたるインタビュー調査を行う

ためにインタビューの対象者は多くなったもの

の、幅広い意見を収集することが可能であったと

考えられる。  

平成 30 年度にインタビュー調査の質的分析を

完了した。診断期からかかりつけ医と拠点病院

職種 （人） 

医師 24 

歯科医師 5 

看護師 17 

薬剤師 7 

理学療法士 7 

作業療法士 1 

言語聴覚士 1 

社会福祉士 8 

介護福祉士 2 

介護支援専門員 8 

その他 8 

計 88 
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のがんの治療医が、がん治療の比重によって、

役割をどのように担うか検討しつつ協働して

いくことが望ましい連携と考えられた。そのた

めには、診療情報やケア情報を共有するシステ

ムも必要であり、体制を整備していく必要性が

示唆された。 

 終末期になると、終末期のがん患者の高度か

つ多様なニーズが生じるため、望ましい連携に

は、地域の既存の資源・体制だけでは対応に限

界がある現状が明らかになった。地域と治療病

院の多職種での情報共有やスキルアップを促

進し、事前に急変時の対応の確認や入院体制を

整えるなど、急変時を見据えたタイムリーな支

援体制を新たに構築する重要性が示唆された。

また、終末期の患者・家族は、治療終了や在宅

移行に伴う気持ちのつらさを抱えているため、

心理的サポートの提供、患者・家族の意向の共

有、意向に合わせた社会資源の周知・充実の必

要性も示唆された。 

また、地域包括ケアが十分に浸透していない

医療・介護の現状を背景に、がん診療連携拠点

病院とかかりつけ医が連携を行う中で困難が

生じていた。地域でがん医療を実践する際の患

者、家族の希望を尊重した移行の難しさがあっ

た。がん診療連携拠点病院での治療の終結は患

者・家族にとっては絶望となり、複雑な感情を

伴うことが移行をより複雑にしていると考え

られた。 

在宅移行に伴う患者や家族の複雑な心境を

理解するにあたっては、タイムリーに情報共有

できるシステムの構築、その中に、患者の心情、

早期から ACP をとおして得られた患者の価値

観の共有ができる情報を含む必要があると考

える。 

また、施設間の連携において物理的・心理的

な距離によって情報共有の難しさがあること

が明らかとなった。医療者同士の心理的なバリ

アも取り払えるような、がん診療連携拠点病院

と地域の医療・介護従事者が参加できる顔の見

える場づくりの必要性が示唆された。 

さらに、地域においてがん患者を診療、ケア

するためには、患者の医療やケアに携わる医療

者のがん医療に関する専門知識の不十分さが

地域での対応の限界を生み出していると考え

られた。その他にも治療中から ACPを担う職種

の人材育成、地域包括ケアの体制を整え、地域

の在宅医療や支援の調整役割を担う職種の人

材育成が必要とされている。 

医療、介護者だけでなく、患者や家族に地域

包括ケアの知識をもってもらうことや ACP を

行う必要性についても周知し、理解をしてもら

えるようにしていく必要がある 

このように質的分析から課題や解決策が抽出

され、平成 30 年度に実施した質的分析に基づい

て作成された質問紙調査を分析することによっ

て、医療従事者、介護従事者、行政職を対象とし

た量的調査を行うことにより、実際の状況や職種

による認識の違い、優先して取り組むべき課題な

どが明らかになると考えられる。 
また、全国の診療所における ACP discussion

に関する調査によって、我が国の診療所外来に

おいて、がん患者が定期的に通院している頻度

は多くないこと、そして、診療所外来では、65

歳以上の患者の約 20%が、診療所医師と少なく

とも１つの事柄について ACP discussion を行

っていることが明らかになった。 

オランダ、ベルギーで行われた調査では、診療

所に通院している患者のうち、予期せぬ死亡で

はなかった患者において、34.2%の患者が亡く

なるまでに、診療所医師と ACP discussion を

行っていたことが報告されている。本研究結果

と比較すると、診療所外来で ACP discussion

が行われている頻度が少ない可能性が示唆さ

れるが、我が国では、国民がかかりつけ医を持

つことが制度化されていないことも ACP  

discussion の頻度が少ないことの要因となっ

ている可能性がある。 

我が国では、地域の中小病院が主治医機能を

担っている場合も少なくないと考えられるた

め、今後は、がん患者が定期通院している地域

の中小病院において、患者と主治医の間で行わ

れている ACP discussion の実態を明らかにす

ることが必要と考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

平成 29 年度は、医療従事者および介護従事

者 88 名を対象にインタビュー調査を完遂し、

平成 30 年度に質的分析を行った。質的分析か

らは、診断期から終末期を見据えた地域包括ケ

アでの診療連携を構築する必要性、診療情報だ

けでなく患者の感情や価値観、希望を情報とし

て共有するシステムの構築、治療期から ACP

の作成を導入すること、医療、介護者の教育及
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び人材育成、患者側への地域包括ケアの理解を

促す教育や ACP についての教育を進めていく

必要性が示唆された。今後量的研究を行い、ガ

イドブック作成を行う予定である。 

 また、地域包括ケアにおけるがん患者・家族

への意思決定支援を推進するにあたって、今後

は、がん患者が定期通院している地域の中小病

院において、患者と主治医の間で行われている

ACP discussion の実態を明らかにすることが

必要と考えられた。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 
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 分担研究報告書 

 

地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機能分化に関する研究 

 

研究分担者  

松本 禎久 国立がん研究センター東病院 緩和医療科 

後藤 功一 国立がん研究センター東病院 呼吸器内科 

川越 正平 あおぞら診療所 

 

 

 

  研究要旨 

  超高齢社会において、がん診療連携拠点病院を中心としたがんに限定した

連携体制では不十分であり、地域完結型の包括的ながん診療連携体制が必要

となる。一方で、包括的ながん診療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシス

テムを基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要である。 

  地域包括ケアシステムを基盤とした診断・治療・併存症の治療・終末期ケア

までを含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行うことを目的とする。平

成29年度は、医療従事者、介護従事者、行政職を対象としたインタビュー調

査を実施した。平成30年度は、インタビュー調査の質的分析に基づいて地域

包括ケアにおける望ましいがん診療連携に関する質問紙を作成し、医療従事

者、介護従事者、行政職を対象とした質問紙調査を実施した。 

       

       

 

  

  

Ａ．研究目的 

わが国の高齢化は、諸外国に類を見ないスピー

ドで進行し、医療や介護の需要がさらに増加する。

特に都市部において超高齢化社会への対応が急

務となっている。がん診療拠点病院（以下、拠点

病院）において抗がん治療を受けている患者は約

6割、がんによる死亡のうち拠点病院以外での死

亡は 6割であり、拠点病院を中心としたがんに限

定した連携体制では不十分であり、拠点病院以外

の病院やかかりつけ医、高齢者向け施設との連携

に基づいて行う地域完結型の包括的ながん診療

連携体制が必要となる。一方で、包括的ながん診

療連携モデルは乏しく、地域包括ケアシステムを 

基盤としたがん診療連携モデルの構築が必要で

ある。 

 本研究では、地域包括ケアシステムを基盤とし

た診断・治療・併存症の治療・終末期ケアまでを 

含む包括的ながん診療連携モデルの開発を行う

ことを目的とする。 

 

 

 

Ｂ．研究方法 

研究は、地域包括ケアシステムにおけるが

ん診療連携に関して、医療者を対象としたイ

ンタビューの質的調査、および質問紙調査に

よる量的調査を行う。 

はじめに緩和ケアおよび在宅医療に先進的

に取り組んでいる東葛北部二次医療圏の拠点

病院および拠点病院以外の病院、かかりつけ

医、在宅医療機関、緩和ケア病棟、各市医師

会、各市行政担当部門、高齢者向け施設の担

当者にインタビュー調査を行い、質的分析を

行う。次いで、質的研究をもとに、2年次に実

施する実態調査の質問紙を作成し、当該地域

における実態調査を行い、量的分析を行う。

質問紙は、がん診療連携に関する現状、好ま

しい取り組み、課題、連携先に求めること、

自機関で担当できること、課題に対する解決

策についてなど多面的な内容を尋ねるものと

する。 

最終的には、地域包括ケアにおける望ましいが

ん診療連携についてのガイドを作成し、ガイドブ
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ックに基づく連携モデルの実施可能性および予

備的な効果を検討することを目標とする。 

 

 

（倫理面への配慮） 

本試験に関係するすべての研究者はヘルシン

キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働

省告示第 3号)に従って本研究を実施する。 

 個人情報および診療情報などのプライバシー

に関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重

に保護され慎重に取り扱われるべきものと認識

して必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に

務める。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 初年度である平成 29 年度は、地域包括ケアに

おけるがん診療連携に関する質的研究を行った。

東葛北部二次医療圏の拠点病院および拠点病院

以外の病院、かかりつけ医、在宅医療機関、緩和

ケア病棟、各市医師会、各市行政担当部門、高齢

者向け施設の担当者 88 名にインタビュー調査を

行った（表 1および表 2）。医療機関では医師・

歯科医師・看護師・医療メディカルソーシャルワ

ーカー・理学療法士・作業療法士など、介護施設

や介護事業所においては介護福祉士や介護支援

専門員など、多職種を対象とし、調査する内容は、

がんに対する診療・がん以外の併存疾患に対する

診療および外来・入院、検査・診断・治療・終末

期ケアと多面的に調査を行った。インタビュー調

査の結果を質的に分析し、がん診療連携に関する

現状および望ましい取り組み、課題、連携先に求

めること、自機関で担当できること、などの内容

の抽出を行った。 

 平成 30 年度は、インタビュー調査の質的分

析をまとめ、インタビュー調査で抽出された項

目のうち重要と考えられる項目に基づき、質問

紙を作成した。さらに、作成した質問紙による、

医療従事者、介護従事者、行政職を対象とした質

問紙調査を実施した。質問紙調査の対象は、地

域包括ケアのモデル事例とされている柏市内

に勤務地がある医療従事者、介護従事者、行政

職とした。柏市内にあるがん診療連携拠点病院、

がん診療連携拠点病院以外の病院、医師会、歯科

医師会、薬剤師会、訪問看護ステーション連絡会、

在宅リハビリテーション連絡会、介護サービス事

業者、居宅介護支援事業者、市役所、地域包括支

援センターに協力を依頼し、郵送にて 859名分の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1：インタビュー調査対象者の勤務先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 2：インタビュー調査対象者の職種 

 

質問紙を発送した。質問紙は無記名であり、個人

を特定できないものとした。質問紙の発送１か月

後に督促状を送付した。平成 31 年 3 月末の時点

で質問紙は一部回収され、集計を開始している。 

 

 

Ｄ．考察 

 平成 29 年度に多職種、多機関にわたるインタ

ビュー調査を行うことで、対象者は多くなったも

のの、幅広い意見を収集することが可能であった

と考えられる。得られたデータから、平成 30 年

度は質的分析を行い、がんの治療状況を考慮した、

がん診療連携に関する現状および望ましい取り

組み、課題、連携先に求めること、自機関で担当

できること、などが明らかになり、抽出された課

題や解決策が抽出された。 

勤務先 （人） 

拠点病院 26 

拠点病院以外の病院 18 

地域の医療機関・介護施設・事

業所・地域包括支援センター 

37 

行政 7 

計 88 

職種 （人） 

医師 24 

歯科医師 5 

看護師 17 

薬剤師 7 

理学療法士 7 

作業療法士 1 

言語聴覚士 1 

社会福祉士 8 

介護福祉士 2 

介護支援専門員 8 

その他 8 

計 88 
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 抽出された課題や解決策に基づいて作成した

質問紙を用いて、医療従事者、介護従事者、行政

職を対象とした量的調査を行うことにより、実際

の状況や職種による認識の違い、優先して取り組

むべき課題などが明らかになると考えられる。 

平成 30 年度に質問紙調査を実施したが、対象

は地域包括ケアのモデル事例とされている柏市

に勤務先がある医療従事者、介護従事者、行政職

を対象とした。これはインタビュー調査を行う中

で、地域による地域包括ケアへの取り組み方や成

熟度が異なると考えられたため、地域包括ケアに

既に力を入れている単一の行政区域において、地

域包括ケアにおける望ましいがん診療連携に関

する質問紙調査を行うことが更なる向上につな

がる解決策を見出し得ると考えたためである。 

 平成 31 年前期には質問紙調査の量的分析を

完了し、地域包括ケアにおける望ましいがん診

療連携について検討を行う予定である。 

 

 

Ｅ．結論 

平成 29 年度は、医療従事者、介護従事者、

行政職 88 名を対象にインタビュー調査を完遂

し、質的研究を行った。 

平成 30 年度は、医療従事者、介護従事者、

行政職 859 名を対象に、インタビュー調査に基

づいて作成した質問紙による質問紙調査を実

施した。今後量的研究を行い、ガイドブック作

成を予定する。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金 （がん対策推進総合研究事業） 

 

 分担研究報告書 

 

地域包括ケアにおける医療連携と機能分化に資するがん患者・家族への意思決定支援に

関する研究 

 

研究分担者 筑波大学 医学医療系 濵野淳 

 

 

 

 

   研究要旨 

       がん患者の意思決定支援において、診療所医師との連携が重要であ

ることは指摘されているが、診療所外来において、診療所医師、患者、

家族がどのような Advance care planning discussionを行っているか

は明らかになっていない。 

       本研究で、我が国の診療所外来において、がん患者が定期的に通院して

いる頻度は、多くないこと、そして、診療所外来では、65 歳以上の患者

の 20.7%が、診療所医師と少なくとも１つの事柄について Advance care 

planning discussionを行っていることが明らかになった。 

       これらの結果より、地域包括ケアにおけるがん患者・家族への意思決定

支援を推進するにあたって、今後は、がん患者が定期通院している地域の

中小病院において、患者と主治医の間で行われている Advance care 

planning discussionの実態を明らかにすることが必要と考えられた。       

       

   

 

 

Ａ．研究目的 

診療所医師が患者・家族と行っている Advance 

care planning discussion の実態を明らかに

する 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国 17か所の診療所に勤務する 22名の医師が

定期的に診察する 65 歳以上の患者を対象とし

て、診療録に記載してある Advance care 

planning discussionを調査した。各診療所に

おいて、2017年 3月に調査日（1 日）を予め設

定してもらい、その日に受診した患者を対象と

した。対象患者において、年齢、性別、基礎疾

患、併存疾患、生活状況などの情報を医師が調

査票に記載した。医師は、対象患者の診療録お

よび医師の記憶から、患者および家族と

Advance care planning discussion として、

１．今後 ADL が低下したときのこと ２．経口

摂取ができなくなったときのこと ３．代理意 

思決定者について の３点について話し合っ

ているか、そして、診療録に記載されているか

を確認し、調査票に記載した。 

 

（倫理面への配慮） 

筑波大学医の倫理委員会で審査し承認された

後に、各施設で調査を実施していること、およ

び、調査への協力を拒否することができること

を掲示した上で、調査を実施した。調査データ

は、個人が同定できない状態で、研究代表者（浜

野淳）が筑波大学内で管理した。 

 

 

Ｃ．研究結果 

解析対象患者は 382 名（女性 241名：63.1%）、

平均年齢 77.4 ± 7.9 歳であった。主な基礎

疾患としては、高血圧(31.9%), 認知症・フレ

イル(15.2%), 心血管系疾患(9.2%)、糖尿病

（7.9%）、脂質異常症（5.0%）、神経系疾患（4.7%）、

がん疾患（3.7%）であった。382名のうち、79
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名（20.7%）の患者が、医師と少なくとも１つ

の事柄について話し合っていることが明らか

になった。また、家族とも話し合い、その結果

が診療録に記載されていたのは、23名（6.0%）

であった。 

 

 

Ｄ．考察 

我が国の診療所外来において、がん患者が定期

的に通院している頻度は多くないこと、そして、

診療所外来では、65 歳以上の患者の約 20%が、

診療所医師と少なくとも１つの事柄について

Advance care planning discussion を行って

いることが明らかになった。 

オランダ、ベルギーで行われた調査では、診療

所に通院している患者のうち、予期せぬ死亡で

はなかった患者において、34.2%の患者が亡く

なるまでに、診療所医師と Advance care 

planning discussionを行っていたことが報告

されている。本研究結果と比較すると、診療所

外来で Advance care planning discussion が

行われている頻度が少ない可能性が示唆され

るが、我が国では、国民がかかりつけ医を持つ

ことが制度化されていないことも Advance 

care planning discussion の頻度が少ないこ

との要因となっている可能性がある。 

我が国では、地域の中小病院が主治医機能を担

っている場合も少なくないと考えられるため、

今後は、がん患者が定期通院している地域の中

小病院において、患者と主治医の間で行われて

いる Advance care planning discussion の実

態を明らかにすることが必要と考えられる。 

 

 

Ｅ．結論 

診療所外来に定期通院する 65 歳以上の患者に

おいて、約 20%の患者は、主治医と少なくとも

１つの事柄について、Advance care planning 

discussion を行っているが、家族も含めて話

し合い、その結果が診療録に記載されているの

患者の割合は 6.0%であった。 

 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

 

２．学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許の取得 

 なし 

 

２．実用新案登録 

 なし 

 

３． その他 
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厚生労働科学研究費補助金 （がん対策推進総合研究事業） 

 

 分担研究報告書 

 

地域包括ケアにおけるがん診療連携に関する質的研究に関する研究 

 

研究分担者 大阪大学大学院医学系研究科 荒尾 晴惠 

 

 

 

 

研究要旨 

地域包括ケアにおけるがん診療連携体制の構築に資する医療連携と機

能分化に関する研究のうち、本年度の目的は、がん診療において望ましいが

ん診療連携についてがんの診断から看取りまでの時期毎に明らかにするこ

と、及び地域包括ケアにおけるがん診療連携の困難について明らかにするこ

とであった。88 名の面接内容を質的に統合した。望ましいがん診療連携は

23 のカテゴリに集約され、がん診療連携の困難は、12のカテゴリに集約さ

れた。望ましいがん診療連携はがん診療連携の困難を反映したものであった。

診断期から終末期を見据えた地域包括ケアでの診療連携を構築する必要性、

診療情報だけでなく患者の感情や価値観、希望を情報として共有するシステ

ムの構築、治療期からアドバンスケアプランニング（ACP）の作成を導入す

ること、医療、介護者の教育及び人材育成、患者側への地域包括ケアの理解

を促す教育や ACPについての教育を進めていく必要性が示唆された。  

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 地域包括ケアにおけるがん診療連携体制

の構築に資する医療連携と機能分化に関す

る研究のうち、本年度の研究目的は、面接調

査を終了した 88 名の医療従事者・介護従事

者が捉える、地域包括ケアにおけるがん診療

連携に関する考え方を統合し記述すること

である。 

１．がん診療において望ましい連携について

がんの診断から看取りまでの時期毎に明ら

かにする。 

2.地域包括ケアにおけるがん診療連携の困

難について明らかにする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象者 

東葛北部医療圏の医療機関・介護施設・行

政機関で勤務するがん患者に関連した業務

に携わる医師・歯科医師・看護師・薬剤師・ 

 

 

 

理学療法士・作業療法士・ 

言語聴覚士・社会福祉士・介護福祉士・介護

支援専門員・行政職員 

 

2.データ収集方法 

対象者に文書による研究参加の同意を得

て個別に半構造化面接を行った。面接内容は、

レコーダーに録音した。各回のインタビュー

内容に基づき、適宜次にインタビューする職

種（性別、経験年数、専門分野など）を決め

る理論的サンプリングを用いた。 

 

3.調査内容 

1)対象者の基礎情報 

現在の職種、診療科や配属部署、現在の職

種となっての経験年数、がん患者を担当した

経験の有無、現在のがん患者担当の有無、現

在訪問医療・介護などの在宅サービス提供の

有無、地域包括ケアシステムの知識について

の自信（1.とても自信がある ～4.全く自信

がない、の 4段階で回答） 
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2)がん診療連携 

(1)がん診療において望ましい連携について 

①診断前～診断時期（検査、告知、紹介） 

②診断後～抗がん治療中  

③抗がん治療終了後の経過観察中（がんが根

治している、または病勢が抑えられている状

況） 

④抗がん治療終了後から終末期・看取りまで

(2)地域包括ケアにおけるがん診療連携の困

難 

 

3．データ分析方法 

 半構造化面接の録音から逐語録を作成し

た。逐語録を繰り返し読み、地域包括ケアに

おけるがん診療連携に関して、対象者が考え

る望ましいがん診療連携とがん診療連携の

困難について、その背景を表現する語句や文

章（意味単位；meaningful unites）を一文

化した。次に、抽出した意味単位をコード化

（Coding）し、それらのコードをまとめたサ

ブカテゴリ、さらにそれを集約し、カテゴリ

を作成した。分析には質的研究分析ソフト

MAXQDA(Light Stone社)を用いた。 

 

（倫理面への配慮） 

研究への参加は対象者の自由意志による

ものとし、説明同意文書により研究の趣旨等

説明し、研究参加への同意を得た。 

 

 

Ｃ．研究結果 

１．対象者の概要 

 対象者の人数は 88 名であり、現在の職種

は医師 24名（27.3%）、歯科医師 5名（5.7%）、

看護師 17名（19.3%）、薬剤師 7名（8.0%）、

理学療法士 7 名（8.0%）、作業療法士 1 名

（1.1%）、言語聴覚士 1名（1.1%）、社会福

祉士 8名（9.1%）、介護福祉士 2名（2.3%）、

介護支援専門員 8 名（1.1％）、その他 8 名

（1.1％）であった。 

 所属施設は、拠点病院や一般病院、クリニ

ック、かかりつけ薬局、歯科医院といった医

療機関が 55 名（62.5%）であり、訪問診療専

門クリニックや訪問看護ステーション、訪問

リハビリステーション、介護施設、居宅介護

支援事業所といった介護・在宅医療機関が 22

名（25.0%）、市役所や保健所といった行政

機関が 7名（8.0%）、地域包括支援センター

が 4名（4.5%）であった。現在の訪問医療・

介護などの在宅サービス提供の有無は、44名

（50.6％）が有り、43名（49.4％）が無と回

答した。 

 現在の職種になってからの平均経験年数

±標準偏差は、17.2±8.3 年（最小 1 年～最

大 39年）であった。がん患者担当の経験は、

87 名（98.9%）が有り、1 名（1.1%）が無と

回答した。現在は、72 名（81.8%）ががん患

者を担当しており、16名（18.2％）は担当し

ていなかった。 

 地域包括ケアシステムの知識についての

自信は、「全く自信がない」が 14名（15.9%）、

「やや自信がない」が 35名（39.8%）、「や

や自信がある」が 32名（36.4%）、「とても

自信がある」が 7名（8.0％）であった。 

 

2．がん診療において望ましい連携について 

1)診断前～診断時期における望ましい連携 

 診断前～診断時期における望ましい連携

については、6 のカテゴリ【がん診断時から

の拠点病院と地域医療機関の連携】、【診療

情報の共有】、【患者・住民への情報提供】、

【地域施設での支援体制の充足】、【がん治

療前からの患者が持つ医療資源を活用した

多職種連携】、【地域包括ケアを支える人材

の充足】に集約された。各カテゴリのサブカ

テゴリとサブカテゴリに含まれるコード数

は表 1に示す。 
 

表 1．診断前～診断時期における望ましい連携 

 
カテゴリ（太字）/サブカテゴリ コード数
がん診断時からの拠点病院と地域医療機関の連携 53
  　  迅速な紹介システムの構築 17
  　  かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 9
  　  がんの早期発見の促進 7
  　  拠点病院と地域医療機関の関係構築 7
  　  患者重視の拠点病院への紹介システム 5
 　   診断前からの拠点病院と地域包括支援センターの連携 3
 　   診断時から緩和ケア導入を考慮した連携 2
   　 多職種が顔の見える関係作り 1
  　  拠点病院の連携窓口となる職種と地域の医療従事者の信頼関係の構築 1
  　  施設間の連携調整を行う職種の迅速な対応 1
診療情報の共有 27
  　  拠点病院と地域施設間の診療情報の共有 20
  　  がんの告知内容も含めた医療機関同士の情報共有 4
  　  医療従事者から介護従事者へのがんを疑う症状に関する情報提供 1
  　  拠点病院と地域医療機関間の情報共有システムの構築 1
  　  紹介時における病院間の検査範囲に関する共有 1
患者・住民への情報提供 25
   　 活用できる社会資源に関する情報提供 9
  　  がん診断や治療に関する情報提供を行うための相談の場作り 8
   　 施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 5
  　  治療から終末期までの経過に関する情報提供 2
  　  薬剤師による抗がん剤の情報提供の場の拡大 1
地域施設での支援体制の充足 21
  　  がん告知後の心理的サポートの提供 9
 　   先を見据えた介護支援導入のための体制の構築 5
  　  施設の機能、役割の明確化 4
  　  施設の機能、役割に関する医療者側の理解促進 3
がん治療前からの患者が持つ医療資源を活用した多職種連携 12
   　 多職種が協働して行う全身状態管理 12
地域包括ケアを支える人材の充足 4
   　  患者を包括的に捉え地域包括ケアを促進する人材の育成 4 
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2)診断後～抗がん治療中における望ましい

連携 

診断後～抗がん治療中における望ましい

連携については、7 のカテゴリ【診療情報の

共有】、【拠点病院と地域医療機関が連携し

たがん診療連携体制の構築】、【抗がん治療

を円滑に進めるための在宅支援の充足】、【患

者が負担なく抗がん治療を受けられる医療

体制の構築】、【拠点病院と地域医療機関が

連携して行う早期から先を見据えた支援】、

【地域包括ケアを支える人材の充足】、【患

者への情報提供の充実】に集約された。各カ

テゴリのサブカテゴリとサブカテゴリに含

まれるコード数は表 2に示す。 

 
表 2．診断後～抗がん治療中における望ましい連携 

 
カテゴリ（太字）/サブカテゴリ コード数
診療情報の共有 56
    　拠点病院と地域施設の診療情報の相互共有 38
  　  患者状況に合わせた施設間の診療情報の共有 6
 　   拠点病院と地域医療機関の情報共有システムの構築 5
　    地域施設から拠点病院への患者の人となりも含めた診療情報の提供 3
　    抗がん治療に関する情報を患者自身が所持する体制 2
 　   患者を中心とした情報連携体制の構築 2
拠点病院と地域医療機関が連携したがん診療連携体制の構築 45
   　 がん主治医と地域の医療従事者が協働して行う副作用症状のフォローアップ体制 21
   　 拠点病院を中心とした診療体制の構築 5
 　   がん治療医から地域の医療従事者への抗がん治療に関する知識の提供 5
 　   拠点病院と地域施設の医療・介護従事者の顔の見える関係性の構築 4
 　   かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 4
  　  2人主治医制度の導入 2
  　  拠点病院と地域の一般病院が連携した包括的ながん医療の提供 2
  　  がん主治医とかかりつけ医間の隔たりのない関係性の構築 1
 　   拠点病院と地域施設間の橋渡しとなる職種の存在 1
抗がん治療を円滑に進めるための在宅支援の充足 30
 　   受診・通院を支援するサービスの必要性 8
   　 在宅生活を支える経済的支援の導入 7
  　  早期から拠点病院外での心理的サポートの場づくり 6
  　  患者の状況に合わせた在宅支援の導入 6
  　  副作用症状に対する身体的サポートの提供 3
患者が負担なく抗がん治療を受けられる医療体制の構築 27
  　  抗がん治療の副作用症状について拠点病院外での相談の場作り 8
  　  地域の一般病院でのがん医療の提供 7
  　  がん治療に伴った口腔内管理の促進 6
 　   抗がん剤の適切な支持療法による患者負担軽減 2
  　  訪問薬剤師による在宅療養患者の服薬状況の把握 2
 　   迅速な治療提供体制の構築 1
 　   がん治療を行う病院による標準的治療の提供 1
拠点病院と地域医療機関が連携して行う早期から先を見据えた支援 19
  　  早期からのACPの導入 9
 　   早期から在宅看取りに向けた連携体制 6
  　  早期からのがん主治医と緩和ケア医の連携 4
地域包括ケアを支える人材の充足 8
  　  地域包括ケアを促進する職種の必要性 7
  　  患者・家族に寄り添い共に歩む人材の存在 1
患者への情報提供の充実 6
   　 施設の機能、役割に関する患者側の理解促進 2
  　  がん体験者からの情報提供 2
  　  家族への今後の経過に関する情報提供 1
 　   緩和治療に関する情報提供 1 
 

3)抗がん治療終了後の経過観察中における

望ましい連携 

 抗がん治療終了後の経過観察中における

望ましい連携については、5 のカテゴリ【拠

点病院と地域医療機関が連携したフォロー

アップ体制の構築】、【地域で生活する患者

への支援の充足】、【診療情報の共有】、【地

域包括ケアを支える人材の充足】、【先を見

据えた支援の提供】に集約された。各カテゴ

リのサブカテゴリとサブカテゴリに含まれ

るコード数は表 3に示す。 

 
表 3．抗がん治療終了後の経過観察中における望ましい連携 
カテゴリ（太字）/サブカテゴリ コード数
拠点病院と地域医療機関が連携したフォローアップ体制の構築 45
        かかりつけ医を中心としてフォローアップを行う診療体制の構築 23
        かかりつけ医と他職種が連携して行う地域医療機関でのフォローアップ体制 11
        がん主治医とかかりつけ医が共に行うフォローアップ体制 6
        がん主治医が行うフォローアップ体制 2
        患者の社会的背景に合わせた診療体制の構築 2
        拠点病院と地域医療機関が連携してフォローアップを行うためのシステム構築 1
地域で生活する患者への支援の充足 31
        患者の心理的サポートを行うための地域づくり 14
        相談窓口の場から地域包括ケアにつなぐ連携 6
        地域で行う身体機能の維持・向上のための支援 5
        地域包括支援センターによる継続した患者との繋がり 4
        患者への生活支援サービスの提供 2
診療情報の共有 16
       拠点病院と地域医療機関との診療情報の共有 10
       拠点病院と地域施設間の情報共有システムの構築 3
       がん主治医から他職種への診る視点に関する情報提供 2
       拠点病院と地域医療機関間の情報共有方法の把握 1
地域包括ケアを支える人材の充足 5
        患者の状態を包括的に捉えて支援を調整する人材の明確化 3
        拠点病院と地域施設をつなぐ役割を担う職種の存在 2
先を見据えた支援の提供 4
        終末期への心の準備を促すための支援 2
        早期からのACP導入 2 
 

4)抗がん治療終了後から終末期・看取りまで

の望ましい連携 

 
表 4．抗がん治療終了後から終末期・看取りまでの望ましい連

携 
カテゴリ（太字）/サブカテゴリ コード数
在宅看取りに向けた診療連携体制の構築 82
        多職種が協働して支援する在宅での終末期・看取り 20
        かかりつけ医を中心とした診療体制の構築 17
        患者・家族の意向に合わせた終末期医療・ケアの提供 16
        早期からの地域の医療従事者と患者との関係性構築 9
        施設の機能、役割の明確化 7
        多職種が協働して行う在宅移行調整 4
        1人の医師が終末期医療を調整する体制 4
        早期から在宅療養支援を導入するためのシステムの構築 2
        施設間の連携を促進する人材の充足 2
        急変時も在宅で患者を診る診療体制の構築 1
療養支援の充足 57
        活用できる社会資源の充足 12
        必要時に入院できる体制の構築 12
        患者・家族への先を見据えた情報提供 11
        患者の身体機能維持に向けた医療の提供 6
        家族の介護力に合わせた支援の調整 6
        終末期ケアを提供する人材の充足 5
        地域のインフォーマルサポートに患者を繋ぐ体制 5
診療情報の共有 43
        地域施設間での診療情報の共有促進 15
        がん主治医から地域の医療・介護従事者への先を見据えた情報提供 11
        拠点病院と地域施設間の相互の診療情報の共有 10
        患者の状況に合わせたタイムリーなチーム内での情報共有 4
        拠点病院と地域施設間での情報共有システムの構築 2
        死亡後の患者情報の共有 1
多職種で行う患者・家族の意思決定支援 40
        多職種間での患者・家族の意向の情報共有 13
        患者・家族の療養場所に関する意向の把握 11
        早期からのACPの実施 8
        患者・家族の終末期に対する思いを捉える人材の必要性 8
遺族への支援体制 6
        遺族に対する心理的サポート 6 
抗がん治療終了後から終末期・看取りまで
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の望ましい連携については、5のカテゴリ【在

宅看取りに向けた診療連携体制の構築】、【療

養支援の充足】、【診療情報の共有】、【多

職種で行う患者・家族の意思決定支援】、【遺

族への支援体制】に集約された。各カテゴリ

のサブカテゴリとサブカテゴリに含まれる

コード数は表 4に示す。 

 

３．地域包括ケアにおけるがん診療連携の困

難 

地域包括ケアにおけるがん診療連携の困

難については、【在宅移行の難しさ】【多施

設・多職種での情報共有の難しさ】【がん診

療における現行の地域包括ケアシステムの

限界】【スタッフの地域包括ケアに対する浸

透の不十分さ】【がん医療の知識不足による

地域スタッフの対応の限界】【社会資源の不

足】【地域包括ケアシステムを支える人材の

不足】【患者・住民が地域包括ケアシステム

を理解する難しさ】【拠点病院と一般病院の

連携体制の不十分さ】【予後を見据えた支援

の難しさ】【早期から ACPを行う難しさ】【が

ん患者がもつ非がん疾患への対応の難しさ】

の 12 のカテゴリに集約された。 

 

 

カテゴリ（太字）／サブカテゴリ コード数

在宅移行の難しさ 146

    在宅に戻る患者・家族への説明不足 31

    在宅移行調整の遅れ 22

    患者の意向に沿った支援調整の限界 22

    多様な背景をもつ患者に対する支援の難しさ 17

    早期から地域の医療・介護従事者が介入する難しさ 13

    患者・家族が治療終了を考える難しさ 13

    地域での高度ながん医療・ケアの提供の限界 10

    在宅で過ごす患者の急変時対応の難しさ 9

    介護を行う家族への支援の難しさ 5

    治療終了後に一般病院に戻す難しさ 4

多施設・多職種での情報共有の難しさ 113

    情報共有システム（診療・生活情報）の未構築 55

    連携施設との診療情報の相互共有の難しさ 32

    多職種の顔の見える場への参加の難しさ 15

    患者状況に合わせた情報共有の難しさ 11

がん診療における現行の地域包括ケアシステムの限界 79

    地域包括ケアシステムにおける地域格差 18

    地域包括ケアシステムのがん患者への適応の限界 15

    病院の患者受け入れ体制の限界 15

    地域住民による患者を見守る体制の限界 15

    多施設・多職種の連携窓口の不明瞭さ 6

    施設・在宅での看取り体制の不足 5

    地域包括ケアシステム運用に向けた準備不足 3

    がん難民の存在 2

スタッフの地域包括ケアに対する浸透の不十分さ 55

    地域が担う役割機能に対する理解不足 37

    地域の療養支援体制に関する周知不足 18

がん医療の知識不足による地域スタッフの対応の限界 52

    がん医療に関する知識不足 38

    非がん疾患医によるがん診療の難しさ 9

    介護従事者による医療的判断の難しさ 5

表5-1．地域包括ケアにおけるがん診療連携の困難

 

カテゴリ（太字）／サブカテゴリ コード数

社会資源の不足 43

    若年がん患者に対する支援制度の不足 20

    在宅療養資源の未充足 12

    患者・家族への経済的支援の不足 6

    在宅で過ごす治療中のがん患者への支援の不足 5

地域包括ケアシステムを支える人材の不足 33

    地域の療養支援を行う医療・介護従事者の不足 19

    地域包括ケアを調整する役割の不足 14

患者・住民が地域包括ケアシステムを理解する難しさ 25

    地域包括ケアに関する住民への啓発活動の不足 20

    患者・住民のがんに関する知識不足 5

 拠点病院と一般病院との連携体制の不十分さ 11

    歯科と連携したがん医療提供体制の未構築 5

    医療者同士の信頼関係の未構築 3

    拠点病院への紹介依頼のタイミングの難しさ 3

予後を見据えた支援の難しさ 8

    終末期の意向を捉えきれていない患者の支援の難しさ 6

    悪い情報に関連した関わりの難しさ 2

早期からACPを行う難しさ 8

    最期について考えることへの患者・家族の抵抗感 2

    ACP導入のタイミングの難しさ 2

    患者が正確な情報不足の中でACPを行う難しさ 2

    早期から終末期に関する話し合いを行う場の不足 1

    治療病院でのACPの不十分さ 1

がん患者がもつ非がん疾患への対応の難しさ 6

    がんと非がん疾患の両方に対応する難しさ 4

    がんと非がん診療の機能分化に関する患者理解の難しさ 2

    終末期における非がん疾患コントロールの難しさ 1

    入院によるかかりつけ医診療継続の難しさ 1

表5-2．地域包括ケアにおけるがん診療連携の困難

 
 

各カテゴリのサブカテゴリとサブカテゴリ

に含まれるコード数は、表 5-1、5-2 に示す。 

 

 

Ｄ．考察 

１．地域包括ケアにおけるがん診療において

望ましい連携 

 がん診療において望ましい連携について

①診断前～診断時期、②診断後～抗がん治療

中、抗がん治療終了後の経過観察中、④抗が

ん治療終了後から終末期・看取りまでの 4つ

の時期に分けてカテゴリ化した。 

 診断期からかかりつけ医と拠点病院のが

んの治療医が、がん治療の比重によって、役

割をどのように担うか検討しつつ協働して

いくことが望ましい連携である。そのために

は、診療情報やケア情報を共有するシステム

も必要であり、体制を整備していく必要性が

示唆された。 

 終末期になると、終末期のがん患者の高度

かつ多様なニーズが生じる。望ましい連携に

は、地域の既存の資源・体制だけでは対応に

限界がある現状が明らかになった。特に、終

末期のがんは病状の変化が急速であり、高度

な症状緩和の知識と技術が必要とされる。地

域と治療病院の多職種での情報共有やスキ

ルアップを促進し、事前に急変時の対応の確

認や入院体制を整えるなど、急変時を見据え

たタイムリーな支援体制を新たに構築する

重要性が示唆された。また、終末期の患者・

家族は、治療終了や在宅移行に伴う気持ちの
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つらさを抱えているため、心理的サポートの

提供、患者・家族の意向の共有、意向に合わ

せた社会資源の周知・充実の必要性も示唆さ

れた。 

 

2.地域包括ケアにおけるがん診療連携の困

難 

地域包括ケアが十分に浸透していない医

療・介護の現状を背景に、がん診療連携拠点

病院とかかりつけ医が連携を行う中で困難

が生じていた。地域でがん医療を実践する際

の患者、家族の希望を尊重した移行の難しさ

があった。がん診療連携拠点病院での治療の

終結は患者・家族にとっては絶望となり、複

雑な感情を伴うことが移行をより複雑にし

ていると考えられた。 

在宅移行に伴う患者や家族の複雑な心境

を理解するにあたっては、タイムリーに情報

共有できるシステムの構築、その中に、患者

の心情、早期から ACPをとおして得られた患

者の価値観の共有ができる情報を含む必要

があると考える。 

また、施設間の連携において物理的・心理

的な距離によって情報共有の難しさがある

ことが明らかとなった。医療者同士の心理的

なバリアも取り払えるような、がん診療連携

拠点病院と地域の医療・介護従事者が参加で

きる顔の見える場づくりの必要性が示唆さ

れた。 

さらに、地域においてがん患者を診療、ケ

アするためには、患者の医療やケアに携わる

医療者のがん医療に関する専門知識の不十

分さが地域での対応の限界を生み出してい

ると考えられた。がん医療や緩和医療の知識

を普及することが必要である。その他にも治

療中から ACP を担う職種の人材育成、地域包

括ケアの体制を整え、地域の在宅医療や支援

の調整役割を担う職種の人材育成が必要と

されている。 

医療、介護者だけでなく、患者や家族に地

域包括ケアの知識をもってもらうことや ACP

を行う必要性についても周知し、理解をして

もらえるようにしていく必要がある。 

 

 

Ｅ．結論 

望ましいがん診療連携はがん診療連携の

困難を反映したものであった。診断期から終

末期を見据えた地域包括ケアでの診療連携

を構築する必要性、診療情報だけでなく患者

の感情や価値観、希望を情報として共有する

システムの構築、治療期から ACPの作成を導

入すること、医療、介護者の教育及び人材育

成、患者側への地域包括ケアの理解を促す教

育や ACPについての教育を進めていく必要性

が示唆された。       
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